
リスクヘッジ、蘇韮騒はこう動く  

「日経テレコン21」にみる  

わが社のヘッジ商品   

産業簸ではこ新たな沃痺を求めモ各種べ・ゥ ‘こ、l．＝′」   

ジ商量の開発卓こ力を入れています。ノ・その中に  

はイこんな分野にも」と驚くよう・な分野の商  

品ふ出ています：。・新金工杜を設立、それを通じ  

て¢販売ヾ ノウハウの取得などに目を向け一る  

企業㈲多くあります。どのような商品、・分野  

がヘッジの手段として注目されているか、日  

本経済新開の記事を同社のデータベース「月  

経テレコン21」で探ってみました。（全文では  

なく要約を紹イト1  

ファンドを設立、米国向けアニメ映画を製作  

する。米国で和製アニメの人気が高まってい  

るのに着目、99年秋にも大手配給会社に作品  

を販売し、収益の一部を出資者に配分する。  

ベンチャー企業が開発力と収益計画をうまく  

組み合わせて、映画の製作費などを広く集め  

る手法は今後、広がりそうだ。  

（1998年7月3∩日付 日本経済新聞朝刊）  

AP、  

投資会社のアドバ／ブーツジ・パートナーズ  

（AP）は丸紅と共同でMBI（＝買収を伴う経  

営参画）ファンドを使い更正企業の経営再建  

に乗り出す。必要資金をファンドから出資し、  

経営権を取得する予定。出資先は更正手練き  

を開始したプリント基板製造の富士機工電子。  

既に30億円規模のファンドを設立、うち数億  

円を再建資金として投資する見通し。  

（1998年11月5日付 日本経済新聞朝刊）  

野村不、米社と不動  ファンド   

」  

野村  JJ牢は米凶の投資顧問会社と組み、 － 〉－＿  
日本国内ゐ商業さんへの共向投資事巣を始め  

る。アジアの投資家を募り、米社が不動産投  

資ファンドを開設、野村不動産の特別目的金  

手杜▲（SPC）・，を通じて取得したビルの賃貸収益  

を授資家に還元する。第1弾として、総額130  

億円、期間10年のフアン∵ドを運用する。外国  

資本の不動産投資を郎舌発化しているが∴金融  

機関の不動産付き不良債権が多く、通常の不  

動産に対すろ投資商品の提供は遅れている。 

投資意欲が旺盛な外国資本を取り込んだ共同  

投資事業は本格的な不動産流動化に向けた第  

1歩にな・りそうだ。  

（1く998生1日クq口付 R嘩産業新聞）了・  

丁－－■－ 

映宰領針ドで米国向けア土メ  

L■■■ 
映像ノ／l、栄1下りカプリシオソは1998年  

9月、企業や金融機関と共同で10億円の映画  

住友津 
．、 

債  

住友海上火災イ呆険は資産担保証券（ABS）  

に比べ、準備期間や発行コストを大幅に削減  

できる債権の長期涜動化の仕組みを開発した。  

この仕組みを使ってまず、NTTリースのリ  

ース債権を小口化する。流動化債権の元利払  

いを住友海上が保証することで、債権の長期  

流動化として初めて様々な企業が利用できる  

汎用型の仕組みとした。ABSより発行コスト  

を2～3割削減でき、準備期間も半分程度に  
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短縮でき勧め、賀傘  
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開設し、金融機関や投資家ポ傘葦の格付柑ご                                     ′：‘1l二、、∴ノ   
1 f▲、●L   

ー．  

、■（2000年℃5・月31日付・、日本経済新聞朝刊）  

】・ノー  
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．   

ブ  

対象を絞り込ん駆ンチャーキャピタルを今・▲ 

月末に設立する。総額100億円の投資枠を設  

け、・数年以内に株式公開を目指すIT企業を合  

計30社程度発掘して投資∴株式公開益の確保  

を目指す∴伊藤忠ク～ル∵プが50％叡出し、残  

りは国内の金融機関や米国の投資会社かノら■出  

資を募るこ占・ 

（2000年．4・月25日付・・．1日・本経済新聞夕刊）  

－伊藤忠商事は米国の石油製品版売大手、ケ  

ムオイル‘（カリフォルニア州）：‥とインターネ  

ヅ＿；トを使らた石油燃料の取引事業を女台める。  

折半出資で米国に新会社、を設立、年内に重油  

や軽油など燃料ごとのネタノト市場を創設する。  

石油会社など売り手と船会社や⊥一般工場など  

買い手はブローカーや商社を通さずに直接取  

引ができ、支払手数料は半分になる。   

伊藤忠商事では3年後に年間約1兆円の取  

住生7   

住家竿命保険、三菱碍醍銀行、手井不動産 き 
／ の3嶺滋不動産め投資採算を判廃する尺度と  

なる不動産投資指数の共同開発に乗り出す。  

土地や建物の時価に対して賃料収入などの収  

益力．与太ノきい．ほど指数が上昇する仕き阻みを検討  

し惹いる。不動産投資信託の解禁をLにらみ、 

投準の評価基準を整備して投資家層々広げる  

のがねちし、杭 

（2000年5月12日付－、日本経済新聞朝刊）  

引を目指す。   こ ・・▼・】  

（2000年‘ハ、ロ㍉■自称 白本経済新聞朝刊）  
r  

東電、光電力敵  

束東電力は米国で電力を商品として売買す  

るく電力取引事菓に参入する∴インターネット  

を利用．して電力の取引市場を運営する米  

tAP一Ⅹ（カリフォルニア州）iニ出資、役員も派  

遣する。、日本は3月に大打電力の小売りが自  

由化さ斬心APX自身も日本法人を設立して私  

設取引市場の創設を検討している。東電は、「日  

本国内では取引市場を創設す・る動きには加担  

でぎない」とし■てい1るがヾ APXを通じて実務  

に参画する。ネットを使い、電力の需要と′供  

給のバランスをとる手法や市場の利用者に対  

する手数料の設定方法などを取得し、国内で  

の市場取引撃本綺化に僚える9 

・∴ l・l （2006年7甘7■自付‾‘■白木経痍新尚朝刊）  

竺  ．′               lミ：二‘・、   
ど  

こ〆健棒）∴を転売する市場の創設に動・き始めた。  

債権の売却で資産を圧縮・し、∵り泉クを抑える  

のがねらい。資金決済や会計処理なぞ取引方  

法を統一し、1、今秋をメドに各行が数十億円か  

ら100億円規模で取引を始める。  

具体的．には貸出債権の売買を集中管理する  

決済機構を創設。、この機構な・どを通じで、’大  

手行が保有債券■を投資家に売却し、債権・債  

務者の名義移転などを把握できる、ようにしこ  
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